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【対応の方向性（例）】 

○ 担い手による企画立案への参画機会を確保するとともに、参画が要望や意見の表明

にとどまらず、政策の企画立案に活かされるよう、企画立案の事前段階から行政と

担い手が意見交換するための仕組みを取り入れるべきである。 

 

○ 以下のような取組を参考としつつ、政策課題や、国・各地方公共団体の実情に応じ

た仕組みの導入を進めるべきである。 

・ 企画立案の事前段階から特定の政策テーマについて行政と担い手が意見交換を行う 

「協議の場づくり」（愛知県） 

・ 当事者による「熟議（熟慮と討議）」に基づいた意見を踏まえた教育政策形成の推進

（文部科学省） 

・ 市民による討議結果を政策に反映させる「市民討議会」（三鷹市等） 

・ 事業者団体、消費者団体、労働組合、金融セクター、ＮＰＯ・ＮＧＯ、専門家、政

府などの広範かつ多様な担い手が「協働の力」で問題解決に当たるマルチ・ステー

クホルダー・プロセス（社会的責任に関する円卓会議、新しい公共支援事業） 
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論点２ 提案型協働事業の導入促進 

【現状と課題】 

・ 国においては、一部の省で、個別に提案型協働事業を実施した実績があるが、取組

みは限定的である。 

・ 都道府県においては、全ての事業について提案を受け付けるとした地方公共団体が

5 割を超えるのに対し、市では 2割未満との調査結果がある1。 

・ 各地方公共団体の提案事業制度においては、事業選定から実施までの期間の長さや

事業実施者の選定方法等の面で様々な方法がとられており、例えば以下のようなメ

リット・デメリットが指摘されている2。 

（メリット・デメリットの例） 

 提案受付から実施までの期間が短い場合、提案を課題解決のために迅速に活用することができる

一方、そのために活用できる予算が限られる場合がある。提案受付から実施までの期間が長い場

合、事業化に必要な予算を確保することが可能となり、事業の質や実行可能性を高めやすい。 

 提案事業の実施者を公募で選定する場合、透明性・公平性・競争性を確保できる一方、提案を行

うインセンティブが損なわれる恐れがある。提案者を実施事業者とする場合、提案を行うインセ

ンティブを確保できるとともに、提案者の専門性やノウハウを事業実施に活用しやすい。 

 

・ 行政の縦割りにより、部署横断的な提案事業が進められにくいとの指摘がある3。 

 

【対応の方向性（例）】 

○ 政策課題や国・各地方公共団体の実情に応じて、以下のような仕組みの導入を進め

るべきである。 

・ 組織内のすべての事業を対象とした提案型協働事業の取組を広げていくため、担い

手と行政との対話や予算化に必要な期間を確保する観点から、可能な限り早い段階

から提案を受け付ける仕組みを取り入れる。 

・ 事業実施者は、原則として公募により決定することが望ましいが、提案者の専門性

を活かす必要がある等、合理的な理由がある場合には、随意契約により提案者を実

施者とすることも認める。 

 

○ 行政内部の縦割りを解消し、提案を受けた後の事業実施課の決定や関係課の連携が円滑

に行えるようにするべきである。 

 

 

                             
1 第 4回都道府県、主要市におけるＮＰＯとの協働環境に関する調査報告書（2009 年 11 月人と組織と地球のための国

際研究所） 
2 「より良い協働事業提案制度を考える」（平成 22 年 9 月ＮＰＯ活動推進自治体ネットワーク協働事業提案制度研究会） 
3 ＮＰＯ活動推進自治体フォーラム千葉県大会（2004 年 10 月） 
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３．その他の公的資金のあり方に関する主な論点 

論点５ バウチャー制度の推進 

【現状と課題】 

・ 公的資金による補助制度の中でも、バウチャー制度は、団体に直接資金を交

付する方式に比べ、より多様な提供主体によるサービス参入や、利用者のニ

ーズにあったサービスの提供を促進する点で望ましい。 

・ 家庭の状況に応じて、例えば子育てサービスの実際の利用状況と利用意向と

には差異がみられ（参考６）、バウチャー制度を活用する余地がある14と考え

られる。 

・ 特定非営利活動法人の事業収入源として、バウチャーの仕組みを活用した「介

護保険等」による収入は大きな割合を占めており（参考７）、バウチャー制度

は担い手の財政基盤の確立にとって重要な役割を果たしている。 

・ ＮＰＯ等は、補助金・助成金を期待するのではなく、情報発信・公開を行い

つつ市民の関心と共感を呼び込み、自ら積極的に資金調達を行うべき（駒崎

委員）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
14 「「新しい公共」円卓会議の提案と制度化等に向けた政府の対応」（平成 22 年 6 月 4 日「新しい公共」円卓会議）に

おいて、「子ども手当ての一部を財源として、自治体がバウチャーを発行し、活用することで、ＮＰＯ等の活躍の場 

を拡大し、ソーシャルキャピタルの高い地域を形成する。」ことが提案され、政府の対応として「子ども・子育てを社会

全体で支援する包括的・一元的なシステムの構築を検討している子ども・子育て新システム検討会議等において、現金

給付と現物給付の組合せ等を含め、市町村の裁量で一体的に提供する仕組みなど具体的な制度設計を運用上の問題点も 

含めて検討する」ことが盛り込まれた。 
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【対応の方向性（例）】 

○ 以下のようなモデル事例の普及啓発を行い、地域の実情に応じたバウチャー制度

の導入を推進する。 

○ その際、既存の政策手段との役割分担や地域のニーズにあったサービス提供など、

制度設計のあり方を検討する必要がある。 

（杉並区の事例） 

・平成 19 年 6月から、就学前児童の家庭に、子育て支援サービスに利用できる「子育て応援券」を無償交

付し、親の子育てを支援するとともに、地域の団体、事業者等の子育て支援サービスや活動への参入を

促すための制度を開始。子供手当の導入にともない、平成 22 年 10 月より、子供手当の支給時に購入が

可能となる有償応援券の制度へと見直しを行った。また、23 年 4月からは応援券の利用が可能な登録事

業者のうち、特定の事業者（マッサージ等）については、当初の政策目的から外れるとの理由で応援券

の利用対象サービスから除外していく。 

○ 寄附税制の見直しやバウチャー制度等の活用など、ＮＰＯ等が自らの努力で資金

調達を行えるようにするための環境整備を進める。 

○ ＮＰＯ等が活動内容や団体に関する情報を適正に公開・発信するための基盤を整

備する。 
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４． 人材に関する主な論点 

論点６ 人材育成・交流の促進 

【現状と課題】 

（人材育成） 

・ ＮＰＯ法人が持続的な法人経営を行うにあたっての最も大きな課題として、人材

育成（良い人材の確保や教育）が挙げられた調査結果がある（参考８）。 

・ ＮＰＯ等との協働に当たって、「ＮＰＯ等の事務処理能力の低さに問題があった」

と指摘する地方公共団体が多い15。 

・ ＮＰＯ等が人材育成を行う上での課題として、 

 必要な人材を獲得するための採用活動のコストやノウハウ不足 

 採用した人材が長期的に一つの団体でキャリア形成を考える上での収入や

福利厚生面での不安 

等を挙げた調査結果もある。（参考９、10） 

・ プロジェクト・マネージャーとなる人材が圧倒的に不足している（横石委員）。 

 

（人材交流） 

・ 新たな発想による公共サービスの提供や、個々の人材の能力向上等の観点から、

市民セクターと行政の人材交流が重要であるが16、行政と市民セクター等との人

材交流は、公務員の兼職規制や職務専念義務等に抵触しない範囲に限られる。（参

考 11） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
15 「地方自治体のＮＰＯ支援策等に関する実態調査」（平成 14 年度千葉県委託調査）によると、NPO に事業委託をする

際、もしくはした結果、都道府県では約 78％、市区町村では約 45％が「受託者である NPO に不満があった」と回答。課

題・問題点として、「NPOの事務処理能力に問題があった」という回答が一番多かった（都道府県 77.8％、市区町村 45.6％）。 
16 第一回「新しい公共」推進会議 坪郷委員提出資料 
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第百四条  職員が報酬を得て、営利企業以外の事業の団体の役員、顧問若しくは評議員の職

を兼ね、その他いかなる事業に従事し、若しくは事務を行うにも、内閣総理大臣及びその

職員の所轄庁の長の許可を要する。  

 

【対応の方向性（例）】 

（人材育成） 

○ スタッフの採用や教育、安心して働き続けられる環境の形成に必要な資金を確保

するため、「新しい公共」支援事業の活用や、公的資金のあり方の見直し、寄附

税制の見直し等を通じて財政基盤を強化する。 

○ 以下のような事例も参考にしつつ、人材育成を進めるための様々な仕組みについ

て普及啓発を行うべきである。 

（ＮＰＯ法人 ＥＴＩＣの事例） 

 地方公共団体等と連携し、ソーシャルビジネスの新規事業創出等に取り組むＮＰＯ法人や中小

企業等のもとに、 約 6か月間、プロジェクトの推進役として現役大学生をインターン生とし

て送り込む OJT プログラムを実施するほか、起業家の育成を行う。また起業を目指す者に向け

た相談窓口を設置し、セミナー等を実施。 

  （サイバーシルクロード八王子17の事例） 

 企業ＯＢ等を活用し、市内の中小企業を支援する「ビジネスお助け隊」や起業家を育成する

「本気の創業塾」、地元企業の事業継承者に社長としての自覚を持たせる「はちおうじ未来塾」、

経営者の片腕となる経営マインドを持ったリーダーの育成を目指す「リーダー育成塾」等、

地域に根ざした産業人材を育成する取組を行っている。 

 

（人材交流） 

○ 政府と市民セクター等とのの人材交流を行うにあたっての制度的な課題を整理

し、対応の方向性について検討を進めるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
17 「サイバーシルクロード八王子」は、八王子市と八王子商工会議所連携のもと、地域内の豊富な資源を最大限に活用

し、 魅力ある産業都市“八王子”の形成に向け設立された産業活性化組織（正式名：｢首都圏情報産業特区・八王子｣

構想推進協議会）。 
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５．協約に関する主な論点 

論点７ 政府と市民セクターとの協約について 

【現状と課題】 

・ 国では、協働を推進する包括的な指針はない。 

・ すべての都道府県、約 75％の市で、既に協働を推進する指針や条例を策定して

いる18など、協働のルールの形成については一定の進展がみられている。 

・ 一方、市民セクターと行政の双方が役割と責務を約束するいわゆる協約を締結す

る地方公共団体は愛知県、東海市等の少数に限られている。 

・ 市民セクターが各種非営利法人に分断され、同セクターを代表する団体も不在の

ため、愛知県では個別の団体が協約に署名する形をとり、川崎市等では個別事業

の委託契約とあわせて協定書を締結する手法をとるなど、自治体での対応は分か

れている。 

 

【対応の方向性（例）】 

○ 英国のコンパクトの成果や課題について検証した上で、以下のような論点につい

て議論を深め、協定の締結が目的の達成にふさわしい手段かどうかについて検討

する。 

・協定の目的、役割は何か 

・協定締結を通じて克服しようとする課題は何か 

・協定の実効性をどのように確保するか 等 

○ 日本でも政府と市民セクター等との協約を締結する場合、英国と異なり、市民セ

クターのまとまりが弱い日本において、協約の締結主体、特に民間非営利セクタ

ーの締結主体やそのための代表性の確保の方法などの手続きについて検討を進

める。 

 

 

 

 

 

                             
18 第 4回都道府県、主要市におけるＮＰＯとの協働環境に関する調査報告書（2009 年 11 月人と組織と地球のための

国際研究所） 


